
 

 

 

次のとおり、企画競争について公告します。 

 

平成２０年７月３１日 

 

独立行政法人福祉医療機構 

契約担当役 川上 茂樹 

 

 

独立行政法人福祉医療機構の会計監査人候補者名簿の作成について 

 

 

独立行政法人福祉医療機構は、独立行政法人通則法の規定に基づき、会計監査法人の監査

を受けることとなっております。 

 また、当該会計監査人の選定にあたっては、独立行政法人の長が監事の同意を得た上で、

会計監査人の候補者の名簿を主務大臣に提出し、その選任を求めることとなっております。 

 当機構では、当該会計監査人に就任する希望をお持ちの監査法人又は公認会計士の方（独

立行政法人通則法第４１条において準用する株式会社の監査等に関する商法の特例に関す

る法律第４条第２項（第２号を除く）に該当する者並びに厚生労働省独立行政法人評価委員

会医療福祉部会委員の属する監査法人を除く）から企画書を募集し、所定の審査を経た上で、

平成２０事業年度会計監査人候補者名簿を作成することとしております。 

つきましては、当該会計監査人の就任を希望される場合は、下記事項を参照のうえ、必要

書類を提出いただきますようお願いいたします。 

 

記 

 
１．提出書類 
   別紙「企画書作成要領」に基づく企画書（１０部） 
   貴社パンフレット（１部） 
 
２．提出期限等 

平成２０年８月１５日（金）１５：００（必着） 

 

３．会計監査人候補者名簿の作成手順等について 

（１）提出いただいた企画書の審査を当機構において行います。 

（２）審査にあたっては応募者に対して提案内容についてのヒアリングを行いますが、その

実施日程等は、後日ご相談させていただきます。 

（３）審査終了後、応募者に審査結果を連絡いたします。 

 

４．参加資格について 

（１）独立行政法人福祉医療機構競争参加資格（物品製造等）において、「役務の提供等」

で「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」等級に格付けされているものであること。 

公 告



（２）なお、競争参加資格をお持ちでない参加者は、平成２０年８月１１日（月）までに資

格審査申請を行ってください。競争参加資格審査に関するお問い合わせは以下のとおり

です。 

〒105-8486 東京都港区虎ノ門 4-3-13 神谷町セントラルプレイス 9階 

      独立行政法人福祉医療機構経理部会計課（担当：安達、天野） 

電話：０３－３４３８－９９２９ 

 

（３）独立行政法人福祉医療機構会計規程施行細則第３５条に規定される次の事項に該当す

るものは、競争に参加する資格を有しません。 

 ア 契約の履行にあたり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は品質若しくは数量に関

して不正の行為をした者 

 イ 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、若しくは不正の利益を得るため

に連合した者。 

 ウ 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者。 

 エ 監督又は検査の実施にあたり、職員の職務の執行を妨げた者。 

 オ 正当な理由がなくして契約を履行しなかった者。 

 カ 契約に関する調査にあたり虚偽の申し出をした者。 

 キ 前各号の一に該当する事実があった後２年間を経過しない者を、代理人、支配人その

他の使用人として使用した者。 

 

５．提出に当たっての注意事項 

（１）提出方法は直接提出（持参）とします。なお、受付時間は平日の９時３０分から１８

時まで（提出期限日は１５時まで）とします。 

（２）提出された企画書等はその事由の如何にかかわらず、変更又は取消しを行うことはで

きません。また、返還も行いません。 

（３）提出された企画書等は、提出者に無断で使用いたしません。 

（４）虚偽の記載をした企画書等は、無効とします。 

（５）参加資格を満たさない者が提出した企画書等は、無効とします。 

（６）企画書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とします。 

 

６．機構の業務内容等について 

当機構の業務内容については、当機構のホームページ（http://www.wam.go.jp/wam/）

を参照してください。 

 

 

【企画書の提出先及び問い合わせ先】 

〒105-8486 東京都港区虎ノ門 4-3-13 神谷町セントラルプレイス 9階 

       独立行政法人福祉医療機構経理部経理課（担当：南、吉野） 

電話：０３－３４３８－０２０４ 

ＦＡＸ：０３－３４３８－０２１９ 



（別 紙） 

企 画 書 作 成 要 領 

 

【 記載事項 】 

１．監査体制及び監査実施要領 

（１）監査体制 

  ・監査チーム編成 

  ・実際に監査を行う予定の人数、氏名、経験等（注１） 

  ・監査のサポート体制（注２） 

・品質管理体制 

      ⅰ） 監査法人内の審査制度 

  ⅱ） 業務執行社員のローテーション 

  ⅲ） 組織的監査の充実度 等 

 

（注１）経験については、独立行政法人会計基準、金融商品会計基準及び金融検

査マニュアル等の当機構監査に関する理解度を証する事項を含む。 

（注２）監査チームが適正かつ効率的に監査を実施するための監査法人内の  

サポート体制等について記載（特に、金融専門部署、保険数理専門部署、  

福祉医療関連部署のサポート体制）すること。 

 

（２）監査実施要領 

     ・監査日数、期間 

     ・具体的な監査実施方法 

 

２．監査費用関係 

（１）監査費用総額 

（２）見積り、積算の方法（具体的に記載すること） 

（３）監査日程（日数）等に変更が生じた場合の費用変更方法 

 

３．監査実績、コンサルティング実績等 

（１）公的法人（独立行政法人、国立大学法人、公的金融機関、特殊法人等）に対す

る監査実績、コンサルティング実績 

（２）医療機関及び福祉機関に対する監査実績、コンサルティング実績等 

（３）独立行政法人会計（制度）に関する公的研究会・調査会・検討会議、専門    

部会等への関与実績（注３） 

 

 （注３）実績については、平成１５年度から１９年度までの実績とする。 

 

 



 

【 添付資料 】 

１．監査法人の場合・・・法人の概要を記載した書類 

公認会計士の場合・・法人の概要に準ずる書類 

 

２．独立行政法人通則法４１条において準用する株式会社の監査等に関する商法の特

例に関する法律第４条第２項（第２号を除く）に該当しないことを証する書類 

 

３．公認会計士協会の定める監査の品質管理に関する指針に即した品質管理を行って

いることを証する書類 

 

４．直近の公認会計士協会レビュー結果の概要 

 

５．公認会計士法第３４条の５に規定する業務に関し提起された訴訟等案件がある場

合にはその概要（平成１５年度以降） 

 

６．その他参考となる書類 

 

【 留意事項 】 

１．用紙はＡ４版（縦）とすること。 

 

２．記載事項と添付書類は別冊とし、合わせて５０ページ以内とすること。 

 


